
 (仮称)三軒屋公園等複合施設管理運営に係る基本協定書 

 

 新座市（以下「市」という。）と指定管理者名（以下「指定管理者」という。）

とは、元号 年  月  日付け新 発第   号による指定管理者の指定に基

づく(仮称)三軒屋公園等複合施設（以下「本施設」という。）の管理及び運営

（地域子育て支援センターの運営業務、東北出張所運営業務、防災備蓄資機材倉

庫維持管理を除く。）に係る業務（以下「維持管理・運営業務」という。）につ

いて、新座市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年新

座市条例第４３号。以下「条例」という。）第５条及び基本協定（市と指定管理

者、●、及び●との間における令和８年１月●日付（仮称）三軒屋公園等複合施

設整備運営事業基本協定書をいう。以下同じ。）第３条第１項の規定により、次

のとおり締結する。 

 なお、この協定における用語の定義は、特にこの協定で定義されている場合を

除き、市と指定管理者、●及び●の間における令和８年１月●日付（仮称）三軒

屋公園等複合施設整備運営事業 基本契約書（以下「基本契約」という。）の別

紙１定義集のとおりとする。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、指定管理者が本施設の維持管理・運営業務を適正かつ円滑

に行うため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（維持管理・運営業務） 

第２条 市は、新座市   条例（元号  年新座市条例第 号）第 条の規定

に基づき、本施設に係る次に掲げる維持管理・運営業務を指定管理者に行わせ

る。 

 ⑴ 開業前準備に関すること。 

 ⑵ 維持管理に関すること。 

 ⑶ 運営に関すること。 

 ⑷ 前各号に掲げるもののほか、本施設の管理に関し市が必要と認める業務に

関すること。 

２ 前項に掲げる業務の内容の細目は、「（仮称）三軒屋公園等複合施設整備運

営事業 要求水準書」（以下「要求水準書」という。）及び「（仮称）三軒屋

公園等複合施設事務マニュアル」（以下「事務マニュアル」という。）に定め

るとおりとする。 

資料３－４ 



 

（任意事業） 

第２条の２ 指定管理者は、維持管理・運営業務の一環として、要求水準書等の

定めに従い、自己の責任と費用により、任意事業を実施することができるもの

とする。 

２ 指定管理者は、任意事業を実施する場合は、要求水準書等の定めに従い、市

に対し維持管理・運営計画書を提出し、事前に市の確認を受けるものとする。  

 

（付帯事業） 

第２条の３ 指定管理者は、要求水準書等の定めに従い、自己の責任と費用によ

り、付帯事業として、カフェ施設運営業務を行うものとする。 

２ 前項に定める付帯事業の実施場所については、市と指定管理者間で別途締結

する定期建物賃貸借契約の定めに従うものとする。 

 

（注意義務） 

第３条 指定管理者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）その他関係法令及び条例その他の関係規程並びにこの協定（本基本協定

書、第１２条第２項に規定する年度協定書、要求水準書、事務マニュアル、

（仮称）三軒屋公園等複合施設整備運営事業 募集要項及び第６条に規定する

事業計画書をいう。以下同じ。）の定めるところに従うほか、市が必要に応じ

て指示する事項を遵守し、善良な管理者の注意をもって前条に定める維持管

理・運営業務を行わなければならない。 

 

（責任者の配置） 

第４条 指定管理者は、指定管理者の従事者のうちから維持管理・運営業務に関

する統括責任者として、要求水準書に基づき統括維持管理・運営責任者配置し、

当該統括維持管理・運営責任者の氏名その他必要な事項を市に通知し、市の承

認を受けなければならない。統括維持管理・運営責任者を変更したときも、同

様とする。 

 

（指定の期間） 

第５条 市が指定管理者を法第２４４条の２第５項の規定による指定管理者とし

て指定する期間は、令和１１年１２月１日から令和２６年１１月３０日までと

する。 



２ 維持管理・運営業務に関する事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日

までとする。 

 

（維持管理・運営計画書） 

第６条 指定管理者は、事業年度ごとに、次に掲げる内容を記載した維持管理・

運営計画書を市の指定する日までに市に提出し、市の承認を受けなければなら

ない。 

 ⑴ 主催事業及び任意事業の概要及び実施する時期 

 ⑵ 施設及び設備の維持管理の計画 

 ⑶ 職員の配置その他の管理運営の体制 

 ⑷ 管理運営に要する経費の総額及び内訳 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める事項 

２ 市は、前項の規定により提出された維持管理・運営計画書の内容について、

指定管理者に対して必要な指示をすることができる。 

３ 指定管理者は、第１項の規定により提出した維持管理・運営計画書の内容を

変更しようとするときは、市の承認を受けなければならない。 

 

（維持管理・運営業務報告書） 

第７条 指定管理者は、月ごとに、市が必要と認める事項を記載した維持管理・

運営業務報告書を作成し、維持管理・運営業務を行った月の翌月の１０日まで

に市に提出し、市の確認を受けなければならない。 

 

（事業報告書） 

第８条 指定管理者は、事業年度ごとに、条例第６条の規定に基づき事業報告書

を作成し、毎事業年度終了後の最初の５月末日までに市に提出し、市の確認を

受けなければならない。ただし、事業年度の途中において法第２４４条の２第

１１項の規定により、指定を取り消されたときは、その取り消された日から起

算して３０日以内に当該年度の事業報告書を提出しなければならない。 

 

（モニタリングの実施） 

第９条 指定管理者は、要求水準書に基づき、維持管理・運営業務についてセル

フモニタリングを行い、その結果を市に報告する。 

２ 市は、前項の報告を踏まえ、要求水準書に基づき、維持管理・運営業務のモ

ニタリングを行い、各業務が基本契約、この協定、要求水準書等に定めた条件



に適合しないと判断される場合には、業務内容に対する改善指示等を行うもの

とし、指定管理者は必要な改善措置を講じなければならない。 

 

（維持管理・運営業務の報告等） 

第１０条 市は、維持管理・運営業務の適正を期するため必要があると認めると

きは、法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管理者に対して、管理の

業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示

をすることができる。 

２ 市は、第７条、第８条及び前項の規定による確認、報告、調査等により、本

施設における良好な管理及びサービスの質を維持するために必要があると認め

る場合は、指定管理者に対して維持管理・運営業務の改善等の必要な指示を行

い、期限を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができる。 

３ 指定管理者は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理

状況を明らかにしておくとともに、市が必要と認めるときは、その状況を報告

しなければならない。 

 

（利用料金等） 

第１１条 指定管理者は、新座市   条例第 条別表に定める使用料の範囲で

設定した利用料金を収受する。ただし、利用料金の設定に当たっては、事前に

市の承認を受けなければならない。 

  なお、収受した利用料金は、新座市   条例第 条に基づき、指定管理者

の収入とする。 

２ 指定管理者が本施設を利用して任意事業を実施し、収受した料金等について

は、指定管理者の収入とする。 

 

（指定管理料等） 

第１２条 市は、指定管理者が行う維持管理・運営業務（任意事業及び付帯事業

を除く。）の費用として、指定管理者に対して指定管理料を支払う。 

２ 指定管理料の額は、各事業年度の予算の範囲内で市と指定管理者が協議の上

定めた額とし、その詳細は、事業年度ごとに別に定める協定（以下「年度協定

書」という。）によるものとする。 

３ 指定管理料は、事業年度ごとに４月、６月、８月、１０月、１２月及び２月

の６回に分割して支払うものとする。 

４ 指定管理者は、請求書を各支払月の１０日までに市に提出するものとする。 



５ 市は、事業計画書又は業務報告書を確認し、請求書が正当であると認めると

きは、指定管理者に対し、これらの書類の提出を受けた日から３０日以内に指

定管理料を支払わなければならない。 

６ 指定管理者は、市の責めに帰すべき理由により、指定管理料の支払が遅れた

場合においては、遅延日数に応じ、未受領金額にこの協定を締結した日におけ

る政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８

条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額（その額に

１００円未満の端数があるとき、又はその額の全額が１００円未満であるとき

は、その端数全額又はその全額を切り捨てるものとする。）の遅延利息の支払

を市に請求することができる。 

７ 指定管理料の管理費のうち、修繕費については、年度協定書に基づく指定予

算額を定め、毎年度終了後に精算するものとし、残額が生じた場合は、毎年度

終了後６０日以内に市に返還するものとする。ただし、 修繕費に不足額が生

じた場合は、その都度市と指定管理者が協議して対応を決めるものとする。 

８ 維持管理・運営業務において発生する光熱水費及び通信費は、市が負担する

ものとする。ただし、カフェ施設運営事業及び任意事業を行った場合、当該事

業に係る光熱水費は、指定管理者の負担とする。 

 

（指定管理料の変更） 

第１３条 指定管理料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度

市と指定管理者が別記１に基づき協議の上定めるものとする。 

 

（第三者による代理受領） 

第１４条 指定管理者は、市の承諾を得て指定管理料の全部又は一部の受領につ

き、第三者を代理人とすることができる。 

２ 市は、前項の規定により指定管理者が第三者を代理人とした場合において、

指定管理者の提出する請求書に当該第三者が指定管理者の代理人である旨の明

記がなされているときは、当該第三者に対して第１２条の規定に基づく支払を

しなければならない。 

 

（維持管理・運営業務の継続が困難となった場合の措置等） 

第１５条 指定管理者は、維持管理・運営業務の継続が困難となった場合又はそ

のおそれが生じた場合は、速やかにその旨を市に申し出なければならない。 

２ 市は、指定管理者の責めに帰すべき理由により維持管理・運営業務の継続が



困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、指定管理者に対して維持管

理・運営業務の改善等の必要な指示を行い、期限を定めて、改善策の提出及び

実施を求めることができる。 

３ 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰すことができない理由により維

持管理・運営業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、

市及び指定管理者は、維持管理・運営業務の継続の可否について協議するもの

とする。 

 

（指定の取消し等） 

第１６条 市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又は

期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることができる。 

 ⑴ この協定に違反したとき。 

 ⑵ この協定の履行に関し著しく不正又は不誠実な行為があったとき。 

 ⑶ 次のいずれかに該当するに至ったとき。 

  ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当したとき。 

  イ 法人税、消費税及び地方消費税並びに指定管理者の所在地における法人

道府県民税（法人都民税）及び法人市町村民税その他指定管理者に課税さ

れた各種税を滞納したとき。 

ウ 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の決定を

受けたとき。 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の

決定又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続

開始の決定を受けたとき。 

オ 指定管理者が次のいずれかに該当するとき。 

① 役員等（指定管理者である団体の役員、その支店若しくは常時業務委

託契約を締結する事務所の代表者又は第４条の規定による統括維持管

理・運営責任者若しくは施設責任者をいう。以下この号において同じ。）

が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団

員」という。）であると認められるとき。 

② 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員



が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

③ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若

しくは関与していると認められるとき。 

⑤ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

⑥ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方が①から⑤までのいず

れかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められ

るとき。 

⑦ 指定管理者が、①から⑤までのいずれかに該当する者を再委託契約そ

の他の契約の相手方としていた場合に、市が指定管理者に対して当該契

約の解除を求め、指定管理者がこれに従わなかったとき。 

  カ 新座市の契約に係る入札参加停止等の措置要領に基づく入札参加停止の

措置を受けたとき。 

  キ 条例第１４条の規定に抵触したとき。 

 ⑷ 維持管理・運営業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

 ⑸ 経営状態の悪化等により、維持管理・運営業務を継続することが不可能又

は著しく困難であると認められるとき。 

 ⑹ 組織的な違法行為を行った場合など、維持管理・運営業務を行わせること

が社会通念上著しく不適当と認められるとき。 

 ⑺ 基本契約又は設計施工一括契約のいずれかが解除されたとき 

 ⑻ 前各号に掲げるもののほか、本施設の指定管理者として維持管理・運営業

務を継続することが著しく不適当と認められるとき。 

２ 指定管理者は、前項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、

当該取り消された事業年度の指定管理料の１０分の１に相当する額を違約金と

して市の指定する期間内に支払わなければならない。また、指定管理者は指定

の取消しにより市に違約金を超える損害が生じたときは、当該超過分の損害を

賠償しなければならない。 

 

（指定の取消しの申出） 

第１７条 指定管理者は、市がこの協定に違反したと認めるときは、市に対して



指定管理者の指定の取消しを申し出ることができる。 

２ 市は、前項の申出を受けた場合は、指定管理者と協議し、その処置を決定す

るものとする。 

 

（原状回復） 

第１８条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第１６条若しく

は前条の規定により指定を取り消され、若しくは維持管理・運営業務の全部若

しくは一部の停止を命じられたときは、速やかに指定管理者の管理しなくなっ

た本施設の施設及び設備を原状に回復しなければならない。ただし、市が特に

原状に回復する必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 市は、指定管理者が正当な理由なく前項に規定する原状に回復する義務を 

怠ったときは、指定管理者に代わって原状に回復するための適当な措置を行う

ことができる。この場合において、指定管理者は、市が措置に要した費用を負

担しなければならない。 

 

（維持管理・運営業務の引継ぎ） 

第１９条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第１６条若しく

は第１７条の規定により指定を取り消されたときは、本施設の管理が遅滞なく

円滑に実施されるよう、後任の指定管理者その他維持管理・運営業務を引き継

ぐ者に対して業務の引継ぎを実施しなければならない。この場合において、引

継ぎの方法その他引継ぎに際し必要な事項については、別途協議するものとす

る。 

２ 前項に規定する引継ぎに要する費用は、指定管理者が負担する。 

 

（損害の費用負担） 

第２０条 指定管理者の維持管理・運営業務の履行につき生じた損害（第三者に

及ぼした損害を含み、第３項の場合の損害を除く。以下この条において同じ。）

については、指定管理者がその費用を負担する。ただし、その損害のうち市の

指示その他市の責めに帰すべき理由により生じたものについては、市がその費

用を負担する。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ市が損害を賠償した

ときは、市は指定管理者に対して求償権を有する。 

３ 天災等で市と指定管理者のいずれの責めに帰すことができないものにより損

害が生じたときは、指定管理者は、遅滞なく調査の上、市に通知して確認を受



け、費用負担等について協議することができる。 

 

（保険） 

第２１条 維持管理・運営業務の遂行に当たり、指定管理者は、第５条に規定す

る指定の期間の全期間にわたり、別記２所定の保険を付保し、かつ、維持する

ものとする。指定管理者は、要求水準書に基づき任意に保険を付したときは、

当該保険に係る証券又はこれに代わるものを直ちに市に提示しなければならな

い。 

 

（緊急時の対応等） 

第２２条 指定管理者は、施設利用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又

は施設利用者に災害、事故その他不測の事態が生じたときは、迅速かつ適切な

対応を行い、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第２３条 指定管理者は、この協定により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、

承継させ、担保に供し、又はその他の処分をしてはならない。ただし、あらか

じめ市の承諾を得たときは、この限りでない。 

 

（再委託） 

第２４条 指定管理者は、維持管理・運営業務を一括して第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、あらかじめ市の承諾を受けたとき

は、維持管理・運営業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることがで

きる。 

３ 前項の場合において、指定管理者は、第三者との間で締結した契約書の写し

その他必要な資料を市に提出しなければならない。 

４ 指定管理者は、第２項の規定により維持管理・運営業務の一部を第三者に委

託し、又は請け負わせるときは、当該第三者の責めに帰すべき理由を全て指定

管理者の責めに帰すべき理由として責任を負わなければならない。 

５ 第２項の場合において、第三者への委託又は請負が個人情報の処理に係ると

きは、第２６条に規定するところによる。 

 

（秘密の保持） 



第２５条 指定管理者は、維持管理・運営業務に関して知り得た秘密を他に漏ら

し、又は維持管理・運営業務以外に使用してはならない。指定管理者が維持管

理・運営業務を終了した後も、同様とする。 

２ 指定管理者は、前条の規定により維持管理・運営業務の一部を第三者に委託

し、又は請け負わせるときは、当該第三者に対して秘密の保持を徹底させなけ

ればならない。 

３ 指定管理者は、指定管理者の従事者その他維持管理・運営業務に従事してい

る者に対し、条例第１１条の規定を遵守させるため、秘密の保持を徹底するよ

うに指導し、教育しなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第２６条 指定管理者は、維持管理・運営業務を実施するに当たっての個人情報

の取扱いについては、別記３「個人情報等の取扱いに係る特記事項」を遵守し

なければならない。 

２ 指定管理者は、条例第１２条の規定に基づき、個人情報の適正な取扱い、自

己を本人とする個人情報の開示、訂正、利用停止の求めへの対応等についての

定めを作成し、これを遵守しなければならない。 

 

（情報の公開） 

第２７条 指定管理者は、条例第１３条の規定に基づき、維持管理・運営業務に

関し保有する文書、図面及び電磁的記録（以下「文書等」という。）の開示の

求めへの対応等についての定めを作成し、これを遵守しなければならない。 

 

（文書等の管理） 

第２８条 指定管理者は、文書等を適正に管理するため、市と協議の上、その保

存、廃棄等の管理基準を作成し、これを遵守しなければならない。 

２ 指定管理者は、文書等をその利用目的の範囲を超えて複写等をしてはならな

い。 

３ 指定管理者は、第１項の管理基準に基づき文書等を廃棄するときは、その旨

を市に報告しなければならない。この場合において、市は、当該文書等の保存

期間の変更を求めることができる。 

４ 指定管理者は、市から文書等の提出を求められたときは、これに応じなけれ

ばならない。 

５ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第１６条若しくは第１



７条の規定により指定を取り消されたときは、文書等のうち保存期間が終了し

ていないもの及び市の指定したものを市又は市の指定するものに引き継がなけ

ればならない。 

６ 前項の規定による引継ぎに要する費用は、指定管理者の負担とする。 

 

（指定管理者印の管理） 

第２９条 市は、指定管理者に対して、本施設の指定管理者印（以下「指定管理

者印」という。）を貸与する。 

２ 指定管理者印は、指定管理者名で行う許可関係以外には、使用してはならな

い。 

３ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第１６条若しくは第１

７条の規定により指定を取り消されたときは、速やかに指定管理者印を市に返

還しなければならない。 

 

（施設、設備及び備品の使用） 

第３０条 指定管理者は、維持管理・運営業務を行うに当たり、市の所有に属す

る本施設の施設、設備及び備品を使用することができる。 

 

（備品の取扱い） 

第３１条 指定管理者が維持管理・運営業務を行うに当たり、市が支払う指定管

理料により備品（新座市財産規則（昭和４６年新座市規則第１２号）第３１条

第１号に規定する備品をいう。以下同じ。）を購入したときは、購入後の備品

は、市の所有に属する。 

２ 指定管理者は、前項の備品を購入するときは、市と協議しなければならない。 

３ 指定管理者は、市の承諾を得て、自らの所有に属する備品を本施設に設置す

ることができるものとする。この場合において、指定管理者は、当該備品が自

らの所有に属することを当該備品に明示しなければならない。 

４ 指定管理者は、市の所有に属する備品及び指定管理者の所有に属する備品に

ついて、それぞれ備品整理簿を作成し、品目ごとに整理しなければならない。 

５ 指定管理者は、市の所有に属する備品その他の物品を常に良好な状態で保管

するとともに、新座市財産規則第３章の規定に基づいて管理し、及び処分しな

ければならない。 

６ 指定管理者は、市の所有に属する備品その他の物品のうち取得価格が５０万

円以上の重要物品については、現在高の調査を行い、事業年度終了後速やかに



市に報告しなければならない。 

 

（施設の改築、修繕等） 

第３２条 施設の改築、増築、移設等については、市がその費用を負担し、市の

責任において実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、施設の小規模な修繕については、第１２条第７項

の規定に基づく指定予算額の範囲内で、市と指定管理者が協議の上実施するも

のとする。 

３ 指定管理者は、施設の修繕を要すると認めるときは、速やかに市にその旨を

報告しなければならない。 

 

（維持管理・運営業務の実施に係る指定管理者の口座） 

第３３条 指定管理者は、維持管理・運営業務の実施に係る支出及び収入を適切

に管理することを目的として、固有の銀行口座を開設し、その適切な運用を図

るものとする。ただし、専用の口座での管理ができない場合、当該指定管理業

務に係る経理と指定管理者が行う独自の事業に係る経理とを明確に区分し、当

該指定管理業務に係る経理を管理すること。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第３４条 指定管理者は、定款、事務所の所在地又は代表者等の変更を行ったと

きは、遅滞なく市に届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第３５条 指定管理者は、この協定により作成することとされているもののほか、

緊急時対策、防犯・防災対策その他本施設の維持管理・運営業務に必要な諸規

程を作成し、市に提出しなければならない。 

２ 市は、維持管理・運営業務の適正を期するため必要があると認めるときは、

指定管理者に対し、その事業及び経理の状況に関する書類の提出を求めること

ができる。 

 

（書面主義等） 

第３６条 この協定に定める指示等は、書面により行わなければならない。ただ

し、緊急やむを得ない場合は、口頭で行うことができる。 

２ この協定の履行に関して、市と指定管理者との間で用いる言語は、日本語と



する。 

３ この協定に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

４ この協定における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）

及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

５ この協定の履行に関して市と指定管理者との間で用いる計量単位は、この協

定に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）の定める

ところによる。 

 

（信義則） 

第３７条 市及び指定管理者は、信義を重んじ、誠実にこの協定を遵守しなけれ

ばならない。 

 

（管轄裁判所） 

第３８条 市及び指定管理者は、この協定に係る訴えの提起又は調停の申立てに

ついて、さいたま地方裁判所をもって第一審の専属的管轄裁判所とすることに

合意する。 

 

（協定の改定） 

第３９条 本施設の維持管理・運営業務に関し、変更が生じたとき、又は特別な

事情が生じたときは、市と指定管理者が協議の上、この協定を改定することが

できる。 

 

（責任分担） 

第４０条 本施設の維持管理・運営業務に関する責任分担は、別表のとおりとす

る。 

 

（補則） 

第４１条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項につ

いては、その都度市と指定管理者が協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 



 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、市と指定管理者が記名押印

の上、各自その１通を所持する。 

 

 

 

 

 

 

 元号  年月  日 

 

               新座市野火止一丁目１番１号 

               新座市 

               新座市長 並 木  傑       

 

                〇県  市  ○丁目○番○号 

               指定管理者 株式会社○○○○○ 

               代表取締役 ○○ ○○ 



別表（第４０条関係） 

※ ○印は主負担を、△印は従負担（原則は○印側の負担とし、市と指定管理者の協議

により一定の割合又は金額を負担する。）を示す。 

※ ■印は市と指定管理者が協議して決定する事項を示す。 

※ （注）基本契約第９条に基づき、設計・建設企業が負う。 

項目 内容 

負担者 

市 
指 定 

管理者 

募集要項、仕様

書等 

募集要項、仕様書等、市が作成した書類等における

内容の誤り、変更に関するもの 
○  

事業計画書等 
事業計画書等、指定管理者が作成した書類等におけ

る内容の不備、誤りに関するもの 
 ○ 

資金調達 
応募（申請）費用、維持管理・運営業務開始前及び

終了後の引継ぎに関する費用 
 ○ 

制度関連 

法制度・許認可・税制度の新設・変更に関するもの

で本施設に特別な影響を及ぼすもの 
○ △ 

上記以外の法制度・許認可・税制度の新設・変更に

関するもの 
 ○ 

許認可 
許認可の遅延に関するもの（市が取得するもの） ○  

許認可の遅延に関するもの（上記以外）  ○ 

住民対応 

本施設の設備・運営等に対する住民要望及び訴訟へ

の対応 
○  

維持管理・運営業務に関する苦情・要望等への対応  ○ 

環境問題 

維持管理・運営業務に起因する有害物質の排出・漏

洩、騒音、振動、大気汚染、水質汚染、光及び臭気

に関するもの 

 ○ 

市が行う業務に起因するもの（上記以外） ○  

第三者賠償 

指定管理者の責めに帰すべき理由（運営・維持管理

を含む。）により第三者（利用者を含む。）に損害

を与えた場合 

 ○ 

上記以外の理由によるもの ○  

債務不履行 
指定管理者の事業放棄・破綻によるもの  ○ 

市の方針変更、その他手続の遅延等によるもの ○  

不可抗力 

風水害・地震・津波等の自然災害、テロ・暴動等当

事者が制御できない事象（物価の大幅な変動を含

む。）に起因して生じた損害及び事業履行不能（原

則として､休業補償は行わない｡） 

■ ■ 

施設損傷 

施設の劣化及び特定できない第三者による行為（予

算の範囲内で実施が可能なもの） 
 ○ 

施設の劣化及び特定できない第三者による行為（上

記以外） 
■ ■ 

指定管理者の責めに帰すべき理由（施設の管理上の

瑕疵を含む。）による事故・火災等による施設の損

傷 

 ○ 



項目 内容 

負担者 

市 
指 定 

管理者 

市の責めに帰すべき理由による事故・火災等による

施設の損傷 
○  

施設の瑕疵によるもの （注） 

指定管理者が善良なる管理者の注意義務を怠ってい

た場合によるもの 
 ○ 

要求水準の未達 

指定管理者の責めに帰すべき理由による要求水準の

不適合、未達 
 ○ 

市の責めに帰すべき理由による要求水準の不適合、

未達 
○  

維持管理 

指定管理者による施設・設備の変更等に伴う、指定

管理者が行う施設の点検・保守・補修の遅延、費用

の増加に関するもの 

 ○ 

市による施設・設備の変更等に伴う、指定管理者が

行う施設の点検・保守・補修の遅延、費用の増加に

関するもの 

○  

備品等の損傷 

指定管理者の責めに帰すべき理由による備品等の損

傷、滅失 
 ○ 

市の責めに帰すべき理由による備品等の損傷、滅失 ○  

経年劣化によるもの（指定管理者が設置したもの）  ○ 

経年劣化によるもの（市が設置したもの） ○  

情報管理 

指定管理者の責めに帰すべき理由による個人情報等

の外部流出 
 ○ 

市の責めに帰すべき理由による個人情報等の外部流

出 
○  

施設の停止、中

止 

指定管理者の責めに帰すべき理由（施設の瑕疵によ

るものを含む。）により施設の供用ができなくなっ

た場合 

 ○ 

市の責めに帰すべき理由により施設の供用ができな

くなった場合 
○  

事業運営 

指定管理者による事業内容・用途の変更等に伴う事

業の遅延、運営費の増加に関するもの 
 ○ 

市による事業内容・用途の変更等に伴う事業の遅

延、運営費の増加に関するもの 
○  

利用者対応 

維持管理・運営業務の範囲内のサービス内容等に対

する利用者からの苦情及び施設内における利用者間

のトラブルへの対処 

 ○ 

上記以外の利用者からの苦情及び利用者間のトラブ

ルへの対処 
○  

利用者の増減 利用者の増減による運営費及び業務量の増減  ○ 



別記１（第１３条関係） 

 

指定管理料の改定方法 

 

① 対象となる費用 

 対象となる費用は、指定管理料のうち、修繕業務に係る対価以外（以下「指定

管理料（修繕業務以外）」という。）とする。 

 

② 改定内容 

 指定管理料（修繕業務以外）の改定内容は、物価変動を対象とする。 

 

③ 基準となる指標 

 物価変動による、指定管理料（修繕業務以外）の改定に使用する指標は下表の

とおりとする。 

 

表１ 基準となる指標 

費用 基準となる指標 

指定管理料（修繕業務以外） 「企業向けサービス価格指数」（日本銀行

調査統計局） 

・種別：諸サービス 

※用いる指標がなくなる、又は内容が見直されて本事業の実態に沿わない場合

は、その後の対応方法について市と指定管理者との間で協議して定める。 

※指標は、指定管理者の提案を踏まえて、市と協議により市が認めた場合に限り

変更することも可能とする。 

 

④ 改定方法 

 物価変動について、以下の計算方法に基づき、指定管理料（修繕業務以外）を

毎年度改定することができる。 

 

【改定の計算方法】 

 変更額は、基準額の 1.5％に相当する金額を超える額とする。 

 

 

 



C2（ｔ） ＝ C1（ｔ）×（P（ｍ）／P（ｎ）） 

ｔ ：今回改定する対価の対象年度（ｔ：ｎ＋1、・・・、事業終了年度）  

ｍ ：今回評価時年度 

ｎ ：前回評価時年度（指定管理基本協定締結後未改定の場合は、指定管基本

協定締結年度） 

C2（ｔ）：改定後のｔ年度における指定管理料（修繕業務以外）の総額 

C1（ｔ）：改定前のｔ年度における指定管理料（修繕業務以外）の総額 

P（ｍ）：今回改定時のｍ年度の最新の基準となる指標値 

P（ｎ）：今回改定時のｎ年度の最新の基準となる指標値 

 

⑤ その他の改定内容について 

 物価変動の他、下記の要因により変動する場合、指定管理料（修繕業務以外）

を改定することができる。 

 

・ 市の都合による改修等による施設休止等の人員配置の変動 

・ 市の都合による開設時期又は開館時間の変更 

・ その他、市の都合による変動 

  



別記２（第２１条関係） 

 

指定管理者は、以下の内容の保険に加入し、保険契約締結後、すみやかに保険

証書の写しを市に提出するものとする。 

 

１ 第三者損害賠償責任保険 

保険契約者 指定管理者 

被保険者 市、指定管理者 

保険の対象 指定管理期間中に生じた偶然な事故により第三者の身体・財物

に生じた法律上の賠償責任 

特約 生産物賠償特約、交差責任担保特約、管理不動産に関する追加

条項、作業対象物担保特約、施設被災者見舞費用担保特約 

補償額 対人：１名当たり１億円、１事故当たり１０億円 

対物：１事故当たり３億円 

保険期間 指定管理期間中（１年更新） 

 

２ 普通火災保険 

保険契約者 指定管理者 

被保険者 市 

保険の対象 本施設 

補償額 本施設の再調達価格 

保険期間 指定管理期間中（１年更新） 

 

３ その他 

 指定管理者は、事業者提案による保険への加入を手配し、その保険料を負担し

なければならない。 

  



別記３（第２６条関係） 

 

個人情報等の取扱いに係る特記事項 

 

令和４年１２月１３日改正 

 

（基本事項） 

第１条 指定管理者は、この協定による業務の処理に当たり個人情報を取り扱う

際には、個人情報保護の重要性を認識し、その取扱いにより個人の権利利益を

侵害することのないよう努めなければならない。 

 

（個人情報の保護に関する法律等の遵守義務） 

第２条 指定管理者は、この協定による業務を遂行するに当たり、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他個人情報の保護に関する法

令等及び新座市情報セキュリティポリシーを遵守しなければならない。 

 

（秘密保持の義務） 

第３条 指定管理者は、この協定による業務に関して知り得た個人情報の内容を

漏らしてはならない。この協定が終了し、又は解除された後においても同様と

する。 

２ 指定管理者は、この協定による事務に従事させる者に対し、在職中及び退職

後においても、この協定による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に

関し必要な事項を周知しなければならない。 

３ 指定管理者は、この協定による業務を派遣労働者に行わせる場合は、労働者

派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければ

ならない。 

 

（目的外利用の禁止） 

第４条 指定管理者は、市から提供を受けた個人情報及びこの協定による業務を

処理するため取得し、又は作成した個人情報をこの協定の目的の範囲を超えて

利用してはならない。 

 

（指定管理者以外の者への提供の禁止） 



第５条 指定管理者は、市から提供を受けた個人情報及びこの協定による業務を

処理するため取得し、又は作成した個人情報を第三者へ提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第６条 指定管理者は、市から提供を受けた個人情報及びこの協定による業務を

処理するため取得し、又は作成した個人情報を市の承諾なくして複写し、又は

複製してはならない。 

 

（持ち出しの禁止） 

第７条 指定管理者は、市の承認がある場合を除き、市から提供を受けた個人情

報及びこの協定による業務を処理するために取得し、又は作成した個人情報を

他に持ち出してはならない。 

 

 （この協定終了後の個人情報の返還等） 

第８条 指定管理者は、この協定が解除されたとき、又は期間の満了によりこの

協定が終了したときは、市から提供を受けた個人情報及びこの協定による業務

を処理するため取得し、又は作成した個人情報を、市の指示に応じ、速やかに

市に返還しなければならない。ただし、市が廃棄の方法による処理を特に指示

するときは、指定管理者は、市の指示に応じ、当該個人情報を速やかに処理し

なければならない。 

２ 市は、この協定を解除するとき、又は期間の満了によりこの協定が終了した

ときにおいて、使用した機器を指定管理者に返還するときは、あらかじめ、市

が所有する専用のソフトウェアを用いて、情報の復元が困難な状態までデータ

の消去を行った上で、当該機器等を指定管理者に返還するものとする。 

３ 指定管理者は、前項の機器等の返還を受けたときは、市と協議の上、次の各

号に掲げるいずれかの方法により、当該機器等の記録媒体の破壊又はデータの

消去を行わなければならない。 

(1) 物理的な方法による記録媒体の破壊 

(2) 磁気的な方法によるデータの破壊 

(3) ＯＳ等からのアクセスが不可能な領域も含めた領域のデータ消去装置又は

データ消去ソフトウェアによるデータの上書き消去 

(4) データのブロック消去 

(5) データの暗号化消去 

４ 指定管理者は、第１項ただし書又は前項の規定により個人情報を廃棄し、又



は消去し、及び復元できないようにするに当たり、市から立会いを求められた

場合は、これに応じなければならない。 

５ 前項の立会いをする市の職員は、身分証明書を携帯しなければならない。 

６ 指定管理者は、第１項又は第３項の規定により個人情報を返還し、廃棄し、

又は消去し、及び復元できないようにしたときは、返還等の処理が終了した旨

の証明書を市に提出しなければならない。 

７ 前項の証明書には、返還等の処理を行った個人情報の内容、記録媒体、数量、

処理日、処理方法及び処理担当者氏名を記載しなければならない。 

８ 第６項の証明書の提出期限は、この協定が終了した日から３０日以内（第３

項の規定により個人情報を消去し、及び復元できないようにしたときにあって

は、６０日以内）とする。ただし、当該期限内に提出することが困難なときは、

状況を勘案して市が指定する日までとする。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 指定管理者は、個人情報の処理は自ら行い、第三者にその処理を委託し

てはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、市の書面による承諾がある場合に

は、個人情報の処理を第三者に委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）す

ることができる。 

３ 前項の市の承諾は、指定管理者と当該第三者との契約において、個人情報の

取扱いに関し、この協定に係る個人情報の取扱いに関する取決めと同等と認め

られる取決めを定めるとともに、当該第三者と市との間において、個人情報の

取扱いに関し、この協定に係る個人情報の取扱いに関する取決めと同等と認め

られる取決めを定めなければ、これをすることができない。 

４ 指定管理者は、前項の規定により定めた当該第三者との取決めの写しを、市

に提出しなければならない。 

５ 第２項の規定による第三者への委託は、指定管理者の責任を免れるものでは

ない。 

 

 （定期的な報告の実施） 

第１０条 指定管理者は、業務の進展状況について、定期的に市に報告し、その

指示に従わなければならない。 

 

（監査の実施） 



第１１条 指定管理者は、定期的又は随時に、業務の内容に係る監査を実施しな

ければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定により監査を実施したときは、速やかに、監査報

告書の写し又は市が指定するチェックリストを市に提出しなければならない。 

 

 （個人情報を扱う従業者の監督） 

第１２条 指定管理者は、本業務における情報セキュリティを維持するため、業

務において市が提供し、又は指定管理者が取得する個人情報を取り扱う従業者

の一覧を市に提出しなければならない。 

２ 市は、指定管理者に対し、指定管理者の個人情報保護に関する規程に抵触し

ない範囲で、当該従業者と指定管理者が取り交わした個人情報の取扱いに係る

誓約書の写しの提出を求めることができる。 

 

（事故発生時の報告義務） 

第１３条 指定管理者は、市から提供を受けた個人情報及びこの協定による業務

を処理するため取得し、又は作成した個人情報を漏えい、き損又は滅失した場

合は、市に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。 

 

（知的所有権の取扱い） 

第１４条 指定管理者は、業務の遂行又は製品の納入に当たり、他者の権利を一

切侵害してはならない。 

 

（違反の場合の措置及び損害賠償） 

第１５条 市は、指定管理者が上記各条項に違反しているおそれがあると認めた

ときは、立入調査を行い、又は必要な報告を求めることができる。 

２ 前項の調査等の結果その他の事情により、指定管理者の違反の事実が明らか

になったときは、市はこの協定の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

３ 第１項の調査をする市の職員は、身分証明書を携帯しなければならない。 


